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（注２）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
以下の三つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格に
より算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプッ
トを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの
インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ
ベルに時価を分類しております。

長期借入金

      長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び決算日における国債
利回りを基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

４．その他行政コスト累計額のうち、出資財源資産に係る金額
その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額 5373765768円

Ⅲ．行政コスト計算書
１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト 39946357496円
自己収入等 33984156323円
機会費用 633313992円

                                          独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 6595515165円
２．機会費用の計上方法
 政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率

10年利付国債の令和８年３月末利回りを参考に235％で計算しております。
 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法

当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政
法人での勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に
計算しております。

Ⅳ．損益計算書
１．経常費用の内訳
給与費のうち、引当金繰入額

賞与引当金繰入額 763389307円
退職給付引当金繰入額 715498566円

経費のうち、引当金繰入額
貸倒引当金繰入額 1277501円

２．財務費用の内訳
支払利息 46643948円

３．臨時利益及び臨時損失の内訳
臨時損失に計上した3790456円のうち1375000円は脳ドック用ＡＩ評価支援システムの解約
手数料、2415422円はワークステーションの除却に伴う固定資産除却損であります。

Ⅴ．キャッシュ・フロー計算書
１．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係
現金及び預金勘定 8484716253円
現金及び預金勘定のうち定期預金 0円

           資金期末残高 8484716253円

           

２．重要な非資金取引
寄附の受入による資産等の取得 26680108円

Ⅵ．オペレーティング・リース取引
１．貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 6600000円

           

２．貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 15950000円

           

Ⅶ．退職給付引当金
１．採用している退職給付制度の概要

当センターは、役職員の退職給付に充てるため、退職一時金制度を採用しております。
退職一時金制度（非積立型制度であります）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づ
いた一時金を支給しており、原則法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しておりま
す。

２．退職一時金制度
 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付債務 4162614786円
勤務費用 366084558円
利息費用 62439222円
数理計算上の差異の当期発生額 286974786円
退職給付の支払額 384842834円
過去勤務費用の当期発生額 0円

           

期末における退職給付債務 4493270518円

           

 退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
非積立型制度の未積立退職給付債務 4493270518円

           

未認識数理計算上の差異 0円
未認識過去勤務費用 0円

           

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 4493270518円

           

退職給付引当金 4493270518円

           

 退職給付に関連する損益
勤務費用 366084558円
利息費用 62439222円
数理計算上の差異の当期の費用処理額 286974786円
過去勤務費用の当期費用処理額 0円

           

合計 715498566円

           

 数理計算上の計算基礎に関する事項
期末における主要な数理計算上の計算基礎 割引率15％

Ⅷ．資産除去債務関係
１．資産除去債務の概要

当センターは、所有する医療用器械備品及びその他器械備品の処分時における処理費用等に
ついて資産除去債務を計上しております。

２．資産除去債務の算定方法
資産除去債務の見積もりにあたり、取得時からの使用見込期間を有形固定資産の耐用年数を
参考に６年と見積もっております。割引率は当該期間を勘案し、使用見込期間に見合う国債の
利回りを採用しており、0252％となっております。


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